
宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱 

 

（ 趣旨）  

第１ 条 こ の要綱は、 がけ地の崩壊等により 、 市民の生命に危険が及ぼすおそれのあ

る区域において、 社会資本整備総合交付金交付要綱（ 令和６ 年３ 月２ ９ 日付け国官

会第２ ６ ９ ９ １ 号。 以下「 交付要綱」 と いう 。） に基づいて危険住宅の移転を行う 者

に対し て、 市が補助金を交付するこ と について必要な事項を定めるも のと する。  
 

（ 定義）  

第２ 条 こ の要綱において「 危険住宅」 と は、 がけ地の崩壊等による危険が著し いた

め、次のイ から ホまでのいずれかに該当する区域に存する既存不適格の戸建住

宅（ 当該区域の指定等により 建築制限の基準に適合し ないこ と と なっ たも のに

限る。）、 又はこ れら の区域に存する戸建住宅のう ち建築後の大規模地震、 台風

等により 安全上の支障が生じ 、 宇部市が是正勧告等を 行っ たも のをいう 。  

イ  建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号。 ） 第３ ９ 条第１ 項に基づき 地方公

共団体が条例で指定し た災害危険区域 

ロ 県条例第７ 条に規定する擁壁を設けなければなら ない区域 

ハ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（ 平成１ ２

年法律第５ ７ 号。 以下、「 土砂災害防止法」 と いう 。） 第９ 条に基づき 山口県知

事が指定し た土砂災害特別警戒区域 

ニ 土砂災害防止法第４ 条第１ 項に定めら れた基礎調査を 完了し 、ハに掲げる区域

に指定さ れる見込みのある区域 

ホ 事業着手時点で過去３ 年間に災害救助法（ 昭和２ ２ 年法律第１ １ ８ 号） の適用

を 受けた区域 
 

（ 補助対象事業の種類、 内容、 補助金額）  

第３ 条 補助金の交付対象事業は、 次の各号に掲げるも のと し 、 別表に定める基準に

より 行う も のと する。  

（ １ ）  危険住宅除去等事業 

（ ２ ）  危険住宅に代わる住宅の建設事業 
 

（ 対象事業の要件）  

第４ 条 補助金の交付対象事業は、次の各号に掲げる要件を全て満たさ なければなら

ない。  

（ １ ）  危険住宅であるこ と 。  

（ ２ ）  危険住宅を 交付要綱附属第Ⅱ編第１ 章イ －１ ６ －(12)－③第１ 項第二号のイ



から ホまでに定める区域及び、法第７ 条に定める土砂災害警戒区域以外の区域

に移転する事業（ 以下、「 移転事業」 と いう 。） であるこ と 。  

（ ３ ）  居住の用に供する部分の床面積が延べ面積の２ 分の１ 以上の住宅であるこ と 。 

（ ４ ）  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（ 平成２ ７ 年法律第５ ３ 号）

第２ 条第 1 項第三号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合するこ

と 。（ 前条第１ 号は除く 。）  

（ 補助対象者の要件）  

第５ 条 補助の交付を受けよう と する者は、 移転事業を 行う 建築物の所有者と し 、 市

税を 滞納し ていない者に限る。 ただし 、 特段の事由により 所有者が実施でき ない場

合はこ の限り ではない。  

２  補助対象者が暴力団員（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成

３ 年法律第７ ７ 号。 以下「 暴力団対策法」 と いう ） 第２ 条第６ 号に規定する暴力団

員を いう 。） でない者、又は暴力団（ 暴力団対策法第２ 条第２ 号に規定する暴力団を

いう 。） 及び暴力団員と 密接な関係を有し ない者であるこ と 。  

 

（ 事前相談）  

第６ 条 第３ 条に掲げる事業の補助金の交付の申請を し よう と する者は、当該申請を

行おう と する前年度の９ 月末日までに事前相談を 行わなければなら ない。  

２  前項の事前相談の際には、 宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業事前相談書（ 様

式第１ －１ 号） 及び事業予定書（ 様式第１ －２ 号） を提出し なければなら ない。  

３  相談書の提出があっ たと き は、事業予定内容が補助対象事業と し て適当かどう か

確認し 、 適当であると 認めると き は、 その旨を相談者に宇部市がけ地近接等危険住

宅移転事業事前確認書（ 様式第１ －３ 号。 以下「 確認書」 と いう 。） により 通知する

も のと する。 こ の場合において、 次条に規定する補助金の交付申請時において必要

と なる書類その他必要な事項があると 認めると き は、確認書に条件を付すこ と がで

き る。  

４  確認書は、 補助金の交付を 相談者に対し て決定し たも のではない。  
 

（ 交付の申請等）  

第６ 条の２  第３ 条に掲げる事業の補助金の交付を 受けよう と する者は、補助対象事

業に着手する前に、 宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付申請書（ 様式

第２ －１ 号） 及び宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業実施計画書（ 様式第２ －２

号） を提出し なければなら ない。  
 
 

（ 補助金交付の決定）  



第７ 条 前条の規定による補助金交付申請があっ たと き は、審査のう え補助金を 交付

するこ と が適当と 認めたと き は、補助金の交付を 決定し 、補助金交付申請者に対し 、

宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定通知書（ 様式第３ 号） により 、

その旨を 通知するも のと する。  

２  前項の規定によ り 補助金の交付決定を する 場合において必要がある と 認める と

き は、 条件を付すこ と ができ る。  
 

（ 事業の着手）  

第８ 条 補助対象事業の着手は、 交付決定後に行わなければなら ない。  
 

（ 事業内容等の変更）  

第９ 条 第７ 条第１ 項の規定により 、 補助金の交付決定を受けた者が、 移転事業の内

容を 変更し よう と すると き は、宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付変

更申請書（ 様式第４ 号） を 提出し 、 承認を受けなければなら ない。  
 

（ 事業内容等の変更の通知）  

第１ ０ 条 前条の申請書の提出があっ たと き は、審査のう え事業の内容を 変更する必

要があると 認めると き は、宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付変更通

知書（ 様式第５ 号） により その旨を通知するも のと する。  
 

（ 移転事業の中止）  

第１ １ 条 第７ 条第１ 項の規定により 、 補助金の交付決定を 受けた者が、 移転事業を

中止し よう と すると き は、 速やかに、 宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業中止届

出書（ 様式第６ 号） を 提出し なければなら ない。  

 

（ 事業の完了報告及び補助金額の交付）  

第１ ２ 条 補助金の交付決定を 受けた者は、 事業が完了し たと き は、 完了の日から 起

算し て３ ０ 日を 経過し た日、 又は補助金の交付決定のあっ た年度の３ 月１ ０ 日（ 当

該日が土日祝日の場合は、 その直前の平日） のいずれか早い日までに、 宇部市がけ

地近接等危険住宅移転事業完了報告書（ 様式第７ 号） を 提出し なければなら ない。 

２  前項の規定による書類を 受理し たと き は、現地調査等により 移転事業の成果が補

助金の交付決定内容及びこ れに付し た条件に適合するも のであるか審査し 、当該移

転事業が適正に施行さ れたも のと 認めたと き は、 交付すべき 補助金の額を 確定し 、

宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付請求書（ 様式第８ 号） により 、 速

やかに補助金を 交付するも のと する。  
 

（ 交付決定の取消及び返還）  



第１ ３ 条 補助金の交付決定を 受けた者が、 次の各号のいずれかに該当する と き は、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り 消し 、又は既に交付し た補助金の一部又は

全部の返還を命ずるこ と ができ る。  

（ １ ）  こ の要綱に違反し たと き  

（ ２ ）  補助金の交付に関し て付さ れた条件に違反し たと き  

（ ３ ）  移転事業等の施行方法が不適当と 認めら れると き  

（ ４ ）  補助金交付申請書に虚偽の記載を し たと き  

２  前項の規定により 、 交付決定を取り 消し たと き は、 補助金の交付決定を 受けた者

に対し 、 宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定取消通知書（ 様式第

９ 号） により 通知するも のと する。  

３  第１ 項の規定による取り 消し に関し 、 既に補助金が交付さ れていると き は、 補助

金の交付決定を 受けた者に対し 、宇部市がけ地近接等危険住宅移転事業補助金返還

命令書（ 様式第１ ０ 号） により 補助金の返還を命じ るも のと する。  
 

（ 報告及び指導）  

第１ ４ 条 必要があると 認めると き は、補助金の交付決定を受けた者に対し て報告を

求め、 又は事業の実施に関し て必要な指導を するこ と ができ る。  

 

 

附 則 

 こ の要綱は、 平成２ ２ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 

 こ の要綱は、 平成２ ３ 年１ １ 月９ 日から 適用する。  

 

こ の要綱は、 平成２ ６ 年９ 月１ 日から 適用する。  

 

こ の要綱は、 平成２ ７ 年１ １ 月１ 日から 適用する。  

 

 こ の要綱は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 

 こ の要綱は、 平成３ １ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 

 こ の要綱は、 令和２ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 

こ の要綱は、 令和３ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 



こ の要綱は、 令和４ 年４ 月１ 日から 適用する。  

 

こ の要綱は、 令和４ 年６ 月８ 日から 適用する。  

 

こ の要綱は、 令和６ 年５ 月１ ３ 日から 適用する。  

 

 

 

別表（ 第３ 条関係）  

事 業 区 分 補助事業の内容 補助金等 

危険住宅除去等

事業 

移転を 行う 者に対し て危険住

宅の除却等に要する 費用（ 消費

税及び 地方消費税相当額を 除

く 。） を 交付する事業 

危険住宅の除却に要する

費用については１ 戸当たり

事業実施年度における 「 住

宅局所管事業に係る 標準建

設費等について」（ 国土交通

事務次官通知別紙） 第９ に

よ り 算出し た除却工事費を

限度と する。  

その他除却等に要する 費

用（ 動産移転費等）について

は、 １ 戸当たり ９ ７ ５ 千円

を限度と する。  

危険住宅に代わ

る住宅の建設事業 

移転を 行う 者が、 危険住宅に

代わる 住宅の建設又は購入（ こ

れに必要な土地の取得及び造成

を 含む。） に要する資金を 金融機

関その他の機関から 借り 入れた

場合において、 その者に対し て

当該借入金利子（ 年利率８ ．５ ％

を 限度と する。） に相当する額の

費用（ 消費税及び地方消費税を

除く 。） を 交付する事業 

１ 戸当たり ４ ， ２ １ ０ 千

円（ 建物３ ，２ ５ ０ 千円、土

地９ ６ ０ 千円） を 限度と す

る。  

ただし 、特殊土壌地帯、保全

人家１ ０ 戸未満の急傾斜地

崩壊危険区域については、

１ 戸当たり ７ ， ３ １ ８ 千円

（ 建物４ ，６ ５ ０ 千円、土地

２ ，０ ６ ０ 千円、敷地造成６

０ ８ 千円） を限度と する。  

 

 

 


